
自治体ＥＡ事業について
2007年6月7日

資料５



1 自治体ＥＡ事業

「ＩＴを活用した行政改革の推進」の必要性

■行政改革の実施にあたってITの活用は極めて有効であるが、単に業務を
電子化するだけでは効果は乏しく、ITの活用と併せて、業務及び組織の見
直しにまで踏み込むことが必要

–業務フローを見直し、システムで対応できる部分はシステムで対応し、真に必
要な業務に重点的に職員を配置転換するなどメリハリのある職員配置に努め
る必要がある

–より的確に自治体経営を行うため、知識・情報の共有、政策の企画立案・決定
にITを有効に活用することも重要

■国・地方を通じた厳しい財政状況の中、地方公共団体は徹底した行政改
革を進め、これまでよりも少ない人員でこれまで以上の業務・サービスの
実施が可能となる簡素で効率的な行政を実現することが不可欠

■国・地方を通じた厳しい財政状況の中、地方公共団体は徹底した行政改
革を進め、これまでよりも少ない人員でこれまで以上の業務・サービスの
実施が可能となる簡素で効率的な行政を実現することが不可欠



2 自治体ＥＡ事業

「ＩＴを活用した行政改革の推進」の実現手段としての自治体ＥＡ

政策・業務体系政策・業務体系

適用処理体系適用処理体系

技術体系技術体系

データ体系データ体系

業務・システム刷新化業務・システム刷新化
の手引きの手引き

市民課

福祉課

水道課

市民課 住民基本
台帳事務

福祉課

業務フロー

水道課

DBDB

住民基本
台帳事務 システム

業務フロー

業務フロー

DBDB

DBDB
水道業務

医療業務 システム

システム 水道業務

業
務
フ
ロ
ー

医療業務

DBDB

シ
ス
テ
ム

○業務の見える化
○知識の共有

EAの
導入

☆法律･規則等のしばりによる無駄な業務フロー☆法律･規則等のしばりによる無駄な業務フロー
☆システム連携が出来ていない☆システム連携が出来ていないためため、システム間、システム間

で重複したデータ管理で重複したデータ管理

☆全体 適による重複の排除、欠落の補強を☆全体 適による重複の排除、欠落の補強を
行なった理想の業務システム行なった理想の業務システム

（事務効率、サービスレベルの向上。）（事務効率、サービスレベルの向上。）
☆顧客志向や技術変化に応じて、随時業務･シ☆顧客志向や技術変化に応じて、随時業務･シ

ステムを 適化ステムを 適化

現在の姿現在の姿（ＡｓＩｓ）（ＡｓＩｓ） あるべき姿あるべき姿（（ToBeToBe））

①政策・業務体系（ＢＡ）：政策・業務の企画・立案、処理過程、情報及び情報の流れを示すモデル
②データ体系（ＤＡ） ：情報処理を行うために利用されるデータの構成として、業務を遂行するための情報処理に必要となるデータ間の関係を示すモデル
③適用処理体系（ＡＡ） ：業務の遂行に必要なアプリケーションシステムの構成について、データ処理と業務の関係を示すモデル
④技術体系（ＴＡ） ：業務を遂行するための情報処理に関して必要となるハードやソフトの技術基盤やセキュリティ基盤の構成を示すモデル

■ 従来情報システムでカバーしていた部分のみの 適化ではなく、紙や口頭で行っている業務を含めた業務全体をとらえた 適化を実
施するため、EA（Enterprise Architecture）の手法を取り入れて業務の見直しを行う

■ また、「住民の視点に立ったワンストップサービスをどう実現するか」といった住民の満足度を高めることも勘案して、業務・システムの
一体的な改革を目指す

■ 総務省の自治体EA事業では、業務・システムの刷新に係る調査・検討作業を自治体職員自ら行うための手順と、業務分析の際に参考
とする参照モデルを合わせて「業務・システム刷新化の手引き」にまとめ、自治体に提供する



3 自治体ＥＡ事業

ＩＴを活用した「サービスと組織・業務・システムの組み替え」による行政改革

各課を回っ
て証明書を

取得

市
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課

申請書
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基幹システム

住
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業
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業
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住基
台帳
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台帳

住民票の
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証明の交付
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人
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税
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所得証明
の交付

申請書

証明書

申請書

証明書

提供側の視点でまとめられた
サービスと組織・業務・システム

申請者
（住民など）

窓口担当者 窓口毎に担当者を配置

市
民
課

基幹システム
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住民票の
写しの交付

（審査・発行）

印鑑登録
証明の交付
（審査・発行）

納
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税務システム
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人
住
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税
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務
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台帳

所得証明
の交付

（審査・発行）

総合窓口課

証明書交付
システム

窓口
業務

各
種
証
明
の
交
付

（交
付
請
求
の
受
付
、
引
渡
し
）

住宅ローン
申込用証明書

一式

申請書

証明書
証明書

証明書

利用者側の視点で組み替えた
サービスと組織・業務・システム

窓口担当者の
総数を削減

１つの窓口で
全ての証明書

を取得

■自治体ＥＡでは、住民や企業など「サービスを利用する側の視点」で既存のサービスを組織横断的に見直して利用者
側の利便性を向上するとともに、見直し後のサービスのあり方に適したものとなるように既存の組織・業務・システム
も組み替えることにより、従来の業務・システムにあった重複機能や不要な複雑性などを排除し、真に必要な人員や
予算で行政サービスの提供が行えるようになることを目指す

既
存
の
サ
ー
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ス
を
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側
の
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点
で
見
直
す

既
存
の
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
者
側
の
視
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で
見
直
す

現在の姿(AsIs) あるべき姿(ToBe)



4 自治体ＥＡ事業

自治体ＥＡにおける、サービスと組織・業務・システムの組み替え検討

所得証明

申請者

申請受付

住民票の写し

審査

証明書発行

住民票の写し交付
業務（市民課）

交付

申請者

申請受付

印鑑登録証明

審査

証明書発行

印鑑登録証明書
交付業務（市民課）

交付

申請者

申請受付

審査

証明書発行

交付

所得証明書交付
業務（納税課）

申請書
（氏名、生年月日、現住所、・・・）

申請書
（氏名、生年月日、現住所、・・・）

申請書
（氏名、生年月日、現住所、・・・）

審査

証明書発行

住民票の写し
交付業務（市民課）

審査

証明書発行

印鑑登録証明書
交付業務（市民課）

審査

証明書発行

所得証明書
交付業務（納税課）

申請者

申請受付

住民票の写し

窓口業務
（総合窓口課）

交付
印鑑登録証明
所得証明

申請書
（氏名、生年月日、
現住所、・・・）

（申請内容に依らず、ほぼ同じ作業）
• 申請書の記入漏れや明らかな記入

間違いのチェック
• 申請者の本人確認

（証明書の種類に依らず同じ作業）
• 申請者の呼び出しと本人確認
• 手数料の徴収
• 証明書の引渡し

（証明書の種類に
依らず、ほぼ同
じ内容）

■自治体ＥＡでは、業務を「機能と情報が複数組み合わされたもの」として捉え、また、個々の「機能」「情報」がそれぞ
れ標準化できるものとして捉えることで、サービスと組織・業務・システムの組み替え検討を行う

利
用
者
側
の
視
点
で
、
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ー
ビ
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と
業
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能
と
情
報
）を
組
み
替
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る

利
用
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側
の
視
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で
、
サ
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ビ
ス
と
業
務
（機
能
と
情
報
）を
組
み
替
え
る

業務を「機能と情報の組み合わせ」として捉える
業務を「機能と情報の組み合わせ」として捉える

現在の姿(AsIs) あるべき姿(ToBe)
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自治体ＥＡの作業手順

■自治体ＥＡでは、サービスと組織・業務・システムの組み替えに関して、組み替えの目的や組み替え対象の現在の姿・
将来の姿（あるべき姿）・次期の姿について、以下の大きく４つの段階に分けて、ＥＡ図表などを用いて「見える化」しな
がら、自治体職員が自ら分析・検討を進める

自治体ＥＡ

１

刷
新
化
の
方
向
性
策
定

サービスと組織・業務・システムの組み替え検討

２

現
状
把
握

３

「あ
る
べ
き
姿
」の
検
討

４

次
期
シ
ス
テ
ム
の
検
討

参照モデル

地元の
住民や
企業な

ど

首長

国や他
の団体、
関連業
界など

組
み
替
え
対
象
の
「次
期
の
姿
」

組
み
替
え
対
象
の
「次
期
の
姿
」

の
実
現
（シ
ス
テ
ム
調
達
な
ど
）

の
実
現
（シ
ス
テ
ム
調
達
な
ど
）

地方自治に
係る施策や
動静など

行政への
ニーズ

団体の運営
方針など

・達成すべき目的・目標
・目的達成に向けた行動のうち、サービスと
組織・業務・システムの組み替えに関するも
の（刷新化行動）の項目
・個々の刷新化行動の実施時期

対象業務
の現在の
姿（構造と
実現手
段）

対象業務
のあるべ
き姿の構
造

対象業務
の次期の
姿の構造
とシステム
化箇所の
仕様

４ 次期システムの検討

あるべき姿」を段階的に実現していくた
めの第一歩目である「次期の姿」の構
造と、その中でシステム化すべき部分
の仕様について検討する

２ 現状把握

ＥＡ図表を用いて組み替え対象業務の
構造を示した「見取り図」を書き起こす
ことで、その業務の現在の姿に関する
関係者間の知識・情報の共有を図る

３ 「あるべき姿」の検討

目的達成のためにＩＴを活用してサービ
スや組織・業務・システムを組み替えた
時の姿（あるべき姿）の検討を行う

１ 刷新化の方向性策定
ＩＴを活用した「サービスと組織・業務・シ
ステムの組み替え」によって達成すべ
き目的、目的達成のための刷新化行
動（組み替え項目）、および個々の刷新
化行動の実施時期について、検討に参
加する関係者間で意識共有を図る
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自治体ＥＡ事業の概要

•平成１７年度～平成１８年度の２年にわたり、地方公共団体における基幹業務（住民情報関連・税・福祉等）及び内
部管理業務（財務会計・財務関連管理・人事給与等）についての参照モデル案の作成、業務・システムの刷新化検
討の試行、および「業務・システム刷新化の手引き」の策定を行った

※必要に応じて随時、地域情報プラットフォーム事業側と連絡、調整を実施

PMO（Project Management Office）PMO（Project Management Office）

協力市町村

福岡県北九州市、埼玉県川口市、岩手県奥州市（旧水沢市）

協力市町村

福岡県北九州市、埼玉県川口市、岩手県奥州市（旧水沢市）

協力

支援・指示・連携支援・指示・連携

デュオシステムズ
・調達支援
・プロジェクト管理
・参照情報等の作成

デュオシステムズ
・調達支援
・プロジェクト管理
・参照情報等の作成

三菱総研
・EA策定支援業務（基幹業務）
・ガイドライン作成（BA、DA）

三菱総研
・EA策定支援業務（基幹業務）
・ガイドライン作成（BA、DA）

みずほ情報総研
・EA策定支援業務（内部管理）
・ガイドライン作成（AA,TA）

みずほ情報総研
・EA策定支援業務（内部管理）
・ガイドライン作成（AA,TA）

LASDEC
事業全体管理

LASDEC
事業全体管理

プログラムオーナ
総務省

指示・連携

指示・評価

内部管理業務EA策定チーム
（人事給与、財務会計、庶務事務等）

株式会社大和総研、日本電気株式会社、富
士通株式会社、京都電子計算株式会社、新
日鉄ソリューソンズ株式会社、株式会社NTT
データ、行政システム株式会社、安川情報シ
ステム株式会社

内部管理業務EA策定チーム
（人事給与、財務会計、庶務事務等）

株式会社大和総研、日本電気株式会社、富
士通株式会社、京都電子計算株式会社、新
日鉄ソリューソンズ株式会社、株式会社NTT
データ、行政システム株式会社、安川情報シ
ステム株式会社

基幹業務EA策定チーム
（住民情報、税、福祉等）

株式会社日本総合研究所、株式会社日立製
作所、株式会社アイシーエス、株式会社アイ
ネス、三菱電機株式会社、株式会社インテッ
ク、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式
会社

基幹業務EA策定チーム
（住民情報、税、福祉等）

株式会社日本総合研究所、株式会社日立製
作所、株式会社アイシーエス、株式会社アイ
ネス、三菱電機株式会社、株式会社インテッ
ク、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式
会社

青山学院大学 大学院

松尾教授
事業推進に係る助言等

青山学院大学 大学院

松尾教授
事業推進に係る助言等

協力

PMO（三菱総研）PMO（三菱総研）

指示報告

EA策定チーム
（日立、NEC、富士通、デュオシステムズ、

NTT コミュニケーションズ）

EA策定チーム
（日立、NEC、富士通、デュオシステムズ、

NTT コミュニケーションズ）

協力市町村
川口市、さいたま市、加西市

協力市町村
川口市、さいたま市、加西市

協力

指示

支援

報告

プログラムオーナ
総務省自治行政局

プログラムオーナ
総務省自治行政局

・プロジェクト全体管理
・ＥＡ策定支援業務
・自治体向けＥＡガイドラインの作成
・参照モデル案等の評価

・参照モデル案等の作成
（標準ＸＭＬスキーマの策定を含む）

・業務・システムの刷新化検討

指示

指示報告

納品

顧問
（青山学院大学大学院

松尾教授）

顧問
（青山学院大学大学院

松尾教授）

自治体EA事業 地域情報
PF事業

連絡
調整

※さいたま市及び加西市は、（財）地方自治情報センターの「ＥＡ活用モデル検証事業」の中で、自
治体ＥＡ事業に必要な資料（帳票サンプル等）の提供を行う

平成１７年度の体制 平成１８年度の体制
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自治体ＥＡ事業の作業状況

川口市での作業風景（平成１８年度）
•自治体EAは「ＩＴを活用した行政改革の推進」の一環であり、自治体職員自らが作業を行う

情報項目分析表
の作成

目的手段分析図の
作成

参照モデルを活用
した現状分析

業務・システム刷新化検討作業参照モデル（案）等の検討作業

情報体系整理図
の検討
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自治体ＥＡ事業の成果物

①自治体ＥＡ－業務・システム刷新化の手引き－
改訂版

はじめに：
自治体ＥＡの概要と本手引きの全体構成についての説明

Ⅰ．自治体ＥＡの必要性：
地方公共団体における自治体ＥＡ導入の必要性について
の説明

Ⅱ．自治体ＥＡの基礎知識：
自治体ＥＡの導入時に知っておきたい基礎知識についての

説明

Ⅲ．自治体ＥＡの実践：
業務・システムの組み替えによる行革目的の達成方策の検

討例に沿って、自治体ＥＡにおける分析・検討作業の実施目的、
作業方法、成果物例についての説明

○資料編：参照モデル（第２版）、事例集

○用語集

・自治体への冊子（CD-ROM付き）の配布

・総務省ホームページ上での公開

②参照モデル（第２版）

○業務参照モデル

機能分析表
(DMM)

機能情報
関連図
(DFD)

○情報参照モデル

情報体系
整理図

(UML Class)

○データ参照モデル

情報実体
関連図
(ERD)

データ定義表 XMLスキーマ

（業務間連携
部分）

・「業務・システム刷新化の手引き」の付録として、
編集可能な電子ファイルで提供
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参照モデル

•自治体職員がＥＡ図表を一から作図するのは手間がかかる

•手引きでは、参考となる作図済みのＥＡ図表を「参照モデル」として提供しており、実際の作図作業は、参照モデル
を活用して、それを分析対象業務の現状に合うように修正することで進めると効率的

階層０ 住民基本台帳 階層１ 住民票・証明書等発行

備考

階層２

機能情報関連図（DFD） 対象業務 版数 作成日付

住民基本台帳 基幹 V2 H19.2.28

(2-2)
審査

(2-3)
広域交付要求

送信

(2-6)
手数料徴収

(2-5)
交付

(2-1)
受付

(2-4)
作成

住民等

【住民票写し、除票写し、
　改製前住民票、記載事項証明】
・住民票の写し等交付申請書
・本人確認書類

【住民票写し】
・住民票情報送信要求

【住民票写し、除票写し、
　改製前住民票、記載事項証明】
・住民票の写し等交付申請書
・本人確認書類

住民等会計課

【住民票写し、除票写し、
　改製前住民票、記載事項証明】
・手数料

【住民票写し、除票写し、
　改製前住民票、記載事項証明】
・手数料

【住民票写し、除票写し、
　改製前住民票、記載事項証明】
・領収書

【住民票写し、除票写し、　改製前住民票、記載事項証明】
・住民票の写し等交付申請書
・住民票の写し
・除票の写し
・改製前住民票
・記載事項証明

住所地市町村

他市町村等
【住民票写し】
・住民票情報送信要求

【住民票写し】
※広域交付の場合
・住民票の写し等交付申請書
・本人確認書類

【住民票写し、除票写し、
　改製前住民票、記載事項証明】
・住民票の写し等交付申請書
・本人確認書類
【住民票写し】
・住民票情報送信要求

【住民票写し】
※広域交付の場合
・住民票情報送信要求

【住民票写し】
※広域交付の場合
・住民票情報

住民基本台帳

【住民票写し、除票写し、
　改製前住民票、記載事項証明】
・住民票の写し
・除票の写し
・改製前住民票
・記載事項証明

・住民情報

他市町村等

【住民票写し】
・住民票情報

【住民票写し、除票写し、
　改製前住民票、記載事項証明】
※電子申請・郵送請求の場合
・交付情報

【住民票写し、除票写し、
　改製前住民票、記載事項証明】
・料金

【住民票写し】
・住民票情報

(x-x)
外部環境

(x-x)
機能

情報の流れ
情報の滞留

参照モデルの例（住民基本台帳業務：住民票・証明書等交付のDFD）
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今後の展開＜平成１９年度（予定）＞

ＥＡの普及啓発：
– 自治体ＥＡの導入を促進するため、自治体ＥＡの普及啓発を図る。

」 実施項目 実施概要

1

「業務・システム刷新化
導入実施研修」への参加

地方自治情報センターが選定する事業者が実施する「業務・シ
ステム刷新化導入実施研修」への参加。
・研修内容：「業務・システム刷新化の手引き」の内容理解と実
修
・開催場所：実施団体庁舎内
・期間及び回数：2～3日間程度で1回開催
・形式：職員参加型
・参加職員：
　① 「項番2」の対象業務の担当部課職員（必須）
　② その他刷新化に関係する担当部課職員

2

実施団体独自の課題に
対する刷新化検討の実
施

実施団体における業務・システムに係る課題について、自治体
ＥＡ手法を用いた刷新化検討の実施。
「項番1」の研修の成果を活かしながら職員が主体となり実施し
ます。検討を進める過程においては、事業者が検討に係る進行
や協議手法等について支援を行います。支援の具体的内容に
ついては、検討課題や進め方に合わせて調整いたします。
刷新化検討の実施後、実施報告書を提出していただきます。

3

法令改正等に伴う業務参
照モデル改訂案作成の
ための関係資料の提供

法令改正など全国共通的な「業務参照モデル」の変更に関係
する資料（業務フロー、業務マニュアル、操作マニュアル、研修
資料のコピー等）の提供。

4

業務参照モデル改訂案
レビュー

事業者が作成する業務参照モデル改訂案のレビュー（確認、コ
メント等）。

（表） 業務・システム刷新化手法の普及促進・支援等における団体実施内容（予定）
●業務参照モデルを活用して
業務・システムの刷新化を図る
など、ＩＣＴを活用した行政改革
を実施しようとする団体に対し
て、事業者を派遣し、業務・シス
テムの刷新化手法を活用した
取組を支援
（団体実施内容は右表）

●地方公共団体に対する業務・
システム刷新化手法の普及・啓
発を目的としたセミナーを開催


